
 

 

森林計画課  

 

担当する事務 

  １ 森林計画に関すること 

 ２ 森林山村対策及び調整等に関すること（他課の主管に属するものを除く） 

 ３ 林業の経営指導に関すること 

 ４ 民有林の土地利用調整に関すること 

 

組織図 

   住  所 ： 札幌市中央区北 3 条西 6 丁目 本庁舎１１階 

   電話番号 ： ０１１－２０４－５４９４ 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

頁数             施   策   名   担当係 備考 

56 １  地域森林計画編成事業費  計画樹立係 予算 

57 2 
森林整備地域活動支援基金積立金  
森林整備地域活動支援交付金  
森林整備地域活動支援推進事業費  

計画調整係 〃 

58 3 森林の開発の適切な取扱について  
計画推進係 
治山課森林保全係 

他 

59 4 森林整備等支援事業費  

計画調整係 
林業木材課林業木材係 
森林整備課整備調整係 
森林海洋環境課環境調整係 
道有林課道有林整備係 
成長産業課林業普及担当 
     スマート林業担当 

予算 

60 5 森林・林業ＡＩ実証事業費  
計画推進係 
森林整備課保護種苗係 
治山課森林保全係 

〃 

61 6 
市町村森林整備支援事業費  
（森林整備市町村支援システムによる市町村支援）  

計画推進係 
林業木材課事業体育成係 
森林整備課路網整備係 
  〃  造林推進係 

〃 

61 7 森林経営計画認定事業費  計画推進係 〃 

  ※備考欄：予算事業である施策は「予算」、その他の取組である施策は「他」  

課  長 課長補佐（計画調整） 総括主査兼計画調整係長 

主査（計画調整） 

   

 課長補佐（計画推進） 計画推進係長 

主査（計画推進） 

計画樹立係長 
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地域森林計画編成事業費 
 

１ 目的・概要等 

    森林法第５条に基づく地域森林計画の樹立に当たり、必要な森林情報の把握・整備を行うとともに、当該情報の市

町村との共有を進める。 

 

２ 事業内容等 

（１）森林計画制度の体系 

森林計画制度は、それぞれの行政・地域レベルで整合性を保ちながら、効果的な施策を実施するため、国から森

林所有者までの段階的な体系となっている。地域森林計画は、全国森林計画に即して、地域の特性に応じた森林の

整備及び保全の目標等を定めるとともに、市町村がたてる市町村森林整備計画の指針となる事項を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の内容 

地域森林計画の樹立に必要な森林資源情報などの整備、地域森林計画策定に必要な現地調査や検討会等の開催。 
 

（３）令和８年地域森林計画樹立森林計画区 

留萌、釧路根室 

 

区  分 非公共（補助金）、道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 Ｒ８年度 59,541 10,835 48,706 － 

実施年度 H１２～ Ｒ７年度 59,466 10,751 48,715 － 

負担区分 国１／２ 
（森林資源モニタリング調査費） 担当課・係 森林計画課計画樹立係 

 

事  業 内  容 

 森林情報整備推進費  各種森林情報、データの整備など 

 森林計画調査費  森林資源状況及び森林施業の実施状況等に係る現地調査など 

 森林資源モニタリング調査費  森林の状態・変化の定点調査による把握など 

 森林計画策定事業費  地域森林計画の樹立に係る検討会の開催など 

＜農林水産大臣＞ ＜北海道知事＞ ＜市町村＞ ＜森林所有者等＞ 
 
 
 
 
 
・5年ごとにたてる15

年間の計画 

 

・国の森林整備及び保

全の方向を示す 

 

・地域森林計画等の指

針 

全国森林計画 
 
 
 
 
 
・5年ごとにたてる10

年間の計画 

・地域の特性に応じた

森林の整備及び保全

の目標を示す 

・伐採、造林、林道及び

保安林の整備などの

計画量等を定める 

・市町村森林整備計画

の指針 

地域森林計画 
 
 
 
 
 
・５年間の計画 
 
・森林所有者などが、

自発的に作成する具

体的な伐採、造林、作

業路網の整備等に関

する計画 

森林経営計画 
 
 
 
 
 
・5年ごとにたてる10

年間の計画 

・地域の森林・林業の

マスタープラン 

・市町村の実情を踏ま

えた森林のゾーニン

グや、森林所有者等

が行う施業等の規範

を定める 

・森林経営計画の認定

基準 

市町村 
森林整備計画 
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森林整備地域活動支援基金積立金 
森林整備地域活動支援交付金 
森林整備地域活動支援推進事業費 

 
１ 目的・概要等 
  計画的かつ適切な森林整備の推進を図るため、面的なまとまりを持った森林において効率的な施業等を行うための森

林経営計画の作成促進や、森林施業等の実施の前提となる森林境界の明確化、森林所有者の探索、既存路網の簡易な改
良といった森林所有者や森林組合等が行う地域における活動への支援を目的として、森林整備地域活動支援基金を設置
し、森林整備地域活動支援交付金を交付する。 

 
２ 事業内容 
（１）森林整備地域活動支援基金積立金 

森林整備地域活動支援基金の運用益を積み立てる。 
［基金設置期間］平成 14 年 10 月 18 日から令和 10 年 3 月 31 日まで 

 
（２）森林整備地域活動支援交付金 

森林経営計画による計画的かつ適切な森林整備の推進を図るために行われる地域活動の支援に対して、市町村を通じ
て交付金を交付する。 

区分 森林経営計画作成促進 森林境界の明確化 森林所有者の探索 
森林経営計画作成 

・森林境界の明確化 
に向けた条件整備 

対象 
森林 

森林経営計画の対象とされて
いない森林又は森林経営計画
の計画期間が終了した森林 
森林経営計画の計画期間の最
終日が属する年度である森林 
森林経営計画が作成されてお
り、間伐を実施する森林 

境界が不明瞭な森林 林地台帳、森林簿、登
記簿を用いて所有者
の確認を行った結果、
所有者が確認できな
かった森林 

「森林経営計画作成
促進」又は「森林境界
の明確化」の対象森林 

対象 
行為 

① 森林経営計画作成に必要な
森林情報の収集 

② 施業予定森林で行う施業量
又は施業方法の決定に係る
調査 

③ 森林経営計画の策定及び計
画期間内の施業実施に係る
合意の取り付けに必要な活
動 

（不在村森林所有者への合
意形成活動を含む） 

① 境界の測量に必要な情報
の収集 

②境界が不明瞭な森林で行 
う境界の測量 

ア 森林境界の確定 
(ア)森林境界の測量（現地

測量、リモートセンシン
グデータ等を活用した測
量） 

(イ)合意形成活動（不在村森
林所有者への合意形成活
動を含む） 

イ 境界推測図の作成及び地
元精通者への確認 

所有者が不明な森林
について、戸籍、住民
票、課税情報等の公的
書類を活用して所有
者を探索・確認する活
動 

対象森林内に存する
作業路網及び対象森
林に到達するまでの
既設の作業道等の崩
壊箇所又は崩壊の原
因となっている箇所
の簡易な改良活動 

交付 
対象
者 

市町村長と締結する協定に基づき地域活動を行う者及び市町村 

 
（３）森林整備地域活動支援推進事業費 

交付金の交付事務等を円滑に実施するために必要な経費 
① 市町村推進事務：地域協議会の開催、協定締結促進、現地確認事務等 
② 道推進事務：市町村説明会の開催、審査等 

 
（１）森林整備地域活動支援基金積立金 

区  分 非公共 
予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 

実施年度 R３～9 Ｒ8 年度 191 －    －        191 
負担区分 その他（財産運用収入） Ｒ7 年度 89 －    －        89 

（２）森林整備地域活動支援交付金 

区  分 非公共（補助金） 
予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 市町村 

実施年度 R３～9 Ｒ8 年度 5,843 3,895 1,948 －         
負担区分 国１／２、道１／４、市町村１／４  Ｒ7 年度 5,726 3,817 1,909 －         

（３）森林整備地域活動支援推進事業費 

区  分 非公共（補助金） 
予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 市町村、北海道 

実施年度 R３～9 Ｒ8 年度 27 13 14 －         
負担区分 国１／２ Ｒ7 年度 105 52 53 －         

 
 

担当課・係 森林計画課計画調整係 
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森林の開発の適切な取扱について 

１ 目的・概要 
 令和 7 年度に、道内の森林において違法な開発行為が連続して確認されたことを踏まえて、事業者等に関係法令等

を正しく理解いただき必要な手続きが行われるよう周知するとともに、違反事案の早期把握や悪質な事業者への厳正

な対応を徹底するなど、市町村等と連携した取り組みを進める。 

２ 取組内容 

（１）違反行為の未然防止  

 ①情報周知 事業者等に関係法令等を正しく理解いただき必要な手続きが行われるよう周知 

併せて、林業事業体向けの会議やメールマガジン等において継続的な周知を実施 

 ア.関係法令全般  道ＨＰ「開発行為に関する手続きのページ」 

（事業着手前から用地確保、施設整備といった段階ごとに関係する法令と手続きを、事

業者等が確認できるように一覧で整理） 

イ.森林の伐採  森林計画課ＨＰ「森林所有者のみなさまへ」 

（新たな土地の所有や、伐採する際に必要な手続きを、森林所有者が確認できるよう整

理） 

ウ.森林の開発 

 

治山課ＨＰの「林地開発許可制度について」 

（道の改正要領（R7.11）に基づき、事業者が適切な開発を行うことができるよう改

正ポイントを整理） 

②指 導 各相談窓口における関係法令等の確認指導 

（２）違反行為の早期把握 

 ①早期把握に向けた 

環境の整備 

違法開発、違法建築の通報窓口の開設や、許可標識の設置徹底など、早期把握に向けた

環境の整備 

 ア.通報窓口 道ＨＰ「安心まちづくりホットライン」 

（違法な開発行為等が行われているおそれがある工事等を見かけた場合に通報が可能 

通報があった場合は関係する部局に共有され、速やかな調査、事実関係の確認を実施） 

イ.許可標識の徹底 標識設置の指導により、地域住民等が違反行為等を認識しやすい環境を整備 

②立入調査の迅速化 違反の疑いがある段階での立入調査やドローンを活用した調査の実施 

（３）違反行為を覚知した場合の迅速な是正指導等の実施 

 ①改正事務要領等に 

基づく対応 

・北海道林地開発許可

に関する事務処理要

領 

・森林計画制度の適確

な運用と情報共有マ

ニュアル 

要領に基づいた違反行為への市町村等との連携した取り組み 
（改正のポイント） 
・迅速な立ち入り調査による違反事案の早期把握 
・行政指導は最大３回まで 
・正当な理由なく指導に従わない場合は、速やかに中止命令などの監督処分に移行 
・悪質性が高いと判断される場合は勧告を経ずに監督処分 

 

②研修会の実施 振興局・市町村職員向けの事務処理に係る研修等の実施 

《林地開発違反に関する措置》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
森林計画課計画推進係 
治山課森林保全係 

担当課・グループ 
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森林整備等支援事業費 
 

１ 目的・概要 

      地球温暖化防止や災害防止等を図るための地方財源として国から北海道へ譲与される森林環境譲与税を基金に積

み立て、市町村の体制強化や、市町村による森林整備等への支援のための事業を実施する。 

 

２ 事業内容 

（１）仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）森林整備等支援基金積立金 

国から譲与される森林環境譲与税を活用して、森林整備等支援事業の着実な実施を図るため、「北海道森林整備

等支援基金」を設置。 

〔設置期間〕 平成 31 年 4 月 1 日～ 

 

（３）森林整備等支援事業 ※令和8年度の取組一覧については、参考資料に記載 

区分 内容 実施方法 
予算額 

（千円） 

市町村の体

制強化 

○森林環境譲与税を活用した取組の実施に必要となる知識や技術を市町村職

員等が学ぶための各種研修の開催 

○林業普及指導員等による市町村への現地個別指導 

○森林整備等の道民理解促進のための普及啓発の実施 

○林業事業体の就業体験プログラムの充実・強化 

○教育・保育機関で実施する環境教育や植樹・育樹活動への支援 など 

直営、委託 80,965 

市町村によ

る森林整備

への支援 

○森林整備の支援などを目的としたシステムの開発及び運用・改修 

○森林整備の省力化・効率化に向けたスマート林業の地域実装推進 

○クリーンラーチ苗木の早期増産対策 

〇ナラ枯れ被害木や伐採状況を把握するためのAI解析技術の実証 など 

直営、委託、 

補助、負担金 
212,051 

市町村によ

る木材利用

の促進 

○市町村等による公共施設等の木造化・木質化を進めるための研修 

○「HOKKAIDO WOOD」ブランドを活用した都市の木造化・木質化の促進、

民間木造施設の整備への支援 

○一般消費者向けの木材利用促進の普及啓発 など 

直営、委託、 

補助、負担金 
69,400 

合計 
 

 362,416 

 

 区 分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 R8年度 362,416 － 362,416 － 

実施年度 R元～ R7年度 478,423 － 478,423 － 
負担区分 道10／10 担当課・係 森林計画課計画調整係 ほか 

②基金積立 

市町村 
間伐、人材育成・担い手の確保、 
木材利用の促進、普及啓発等 

森林環境譲与税 

③支援 

北海道 

市町村の支援等 

国（交付税及び譲与税配付金特別会計） 

① 
譲 
与 

① 
譲 
与 

私有林人工林面積、林業就業者数、 
人口により按分 

① 国から市町村及び都道府県へ森林 
環境譲与税が譲与。 

② 道は、国から譲与された森林環境 
譲与税を基金に積立。 

③ 道は、基金を取り崩し、事業を実施。 
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《森林整備等支援事業費》 
 

【新規】森林・林業ＡＩ実証事業費 
 

１ 目的・概要等 

被害状況の確認や無許可開発などの早期発見等につなげるため、樹種の分布やナラ枯れ被害木の把握、伐採の状況等

を衛星画像等の AI 解析により検出し、広域に把握する手法を実証することで、本道の植生等に適した解析技術を確立

する。併せて、これらの技術により把握した情報を市町村や事業者が活用できるよう体制の整備を行う。 

   

２ 事業内容 

（１）広葉樹資源把握及びナラ枯れ被害検出 

 既存の衛星画像や被害判断に適した時期の高解像度の衛星画像などから、AI の画像認識技術を活用した樹種分類

によりナラ類をはじめとした広葉樹の資源分布を把握するとともに、ナラ枯れの箇所を自動抽出する解析技術によ

り被害の発生状況を把握する実証を行う。 

 解析結果と現地調査結果等を比較検討し、AI 解析モデルの精度向上を図り、広葉樹資源・ナラ枯れ被害状況など

を効率的に把握する技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）森林内における伐採状況の自動検出 

 多時期の衛星画像を活用し、現場確認することなく、森林における伐採状況などの変化を定期的かつ継続的に把

握できる技術の実証を行う。 

 本技術の活用により、巡視や通報等だけに依存せず定期的に伐採状況を把握し、無許可開発などの早期発見につ

なげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）森林資源情報活用の支援体制構築 

 地域の市町村等に関連情報を提供できるよう、森林統合クラウドシステムや GIS などの修正を行い、支援体制の

整備を図る。 
  

区  分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 Ｒ８年度 43,994 ― 43,994 ― 

実施年度 Ｒ８～R10 Ｒ７年度 ― ― ― ― 

負担区分 

道 10／10 

※道費は「森林整備等

支援基金繰入金」 

担当課・係 

森林計画課計画推進係  

森林整備課保護種苗係  

治山課森林保全係    

（AI を活用した樹種分類） 

AI モデル 

AI モデル 

（伐採前） （伐採後） （変化箇所の抽出） 

（ナラ枯れ被害木） 
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<<森林整備等支援事業費>> 

 
市町村森林整備支援事業費 

（森林整備市町村支援システムによる市町村支援） 
 
１ 目的・概要等 

森林経営管理制度の導入や森林環境譲与税の譲与開始などにより市町村における業務が増加する一方、道内の多く

の市町村では職員体制が十分ではないことから、市町村が主体となった森林整備を進めるために必要な機能をクラウ

ド上に「森林整備市町村支援システム」として整備・提供することにより、既存の森林資源情報の高度利用を促進し、

市町村における業務の効率化や制度の円滑な運用を支援する。 

 

２ 事業内容等 

事業内容 システムの概要 
予算額 

（千円） 森林整備市町村支

援システムの整備

・提供 

システム名称 機能等 

①森林ＧＩＳシステム 森林の位置や形状などの区画情報を管理す

るとともに、地図上のそれぞれの区画に森

林資源情報等を表示 
48,000 

②路網管理システム 林道や林業専用道、森林作業道の情報の台

帳管理をするとともに、森林ＧＩＳにより

路網の位置情報を表示 
7,359 

③補助事業査定システム 森林環境譲与税を活用した市町村における

補助事業の査定 14,109 

④林業事業体登録管理システム 市町村が所有者から委託を受けた森林の経

営管理を再委託する際の民間事業体の選定

に活用 
1,300 

⑤補助林道交付申請システム 市町村等が事業主体となる路網整備事業に

関する補助事業の事務処理に活用 1,328 

 

 
 
 
事 業 名  （継）森林経営計画認定事業費 
区  分 道単独  

事 
 
業 
 
内 
 
容 

○森林経営計画認定 
北海道内で２以上の市町村にわたる森林経営計画の認

定審査のため、現況確認や実行状況の現地確認等を実施 
 

予算額（千円） 国 道 その他 
 R８年度 253 0 253 0 
 R７年度 244 0 244 0 
目 

 
的 

森林法第１９条に基づき、２以上の市町村に 
わたる森林経営計画を認定する。 

実施主体 北海道 
実施年度 Ｈ11～ 
負担区分 道10／10 担当係 計画推進係 

 

区  分 道単独 予算額（千円） 国 道 その他 

実施主体 北海道 Ｒ８年度 72,096 ― 72,096 ― 
実施年度 Ｒ元～ Ｒ7 年度 73,170 ― 73,170 ― 

負担区分 

道 10／10  

※道費は「森林整備等

支援基金繰入金」 

担当課・係 

① 森林計画課計画推進係 

②⑤森林整備課路網整備係 

③ 森林整備課造林推進係 

④ 林業木材課事業体育成係 
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